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デジタル化に関する取組について 

 

１ デジタル庁 

 政府は、令和２年 11 月 26 日に来年９月の創設を目指している「デジタル庁」

の組織と役割の骨格を決定。 

 首相をトップに他省への是正勧告権など強い権限を持たせ、官民のデジタル

改革の司令塔と位置付ける。 

現在は省庁や自治体ごとに異なるシステムにも責任を持って関与し、標準化

や共通化を推進。デジタル化の根幹と位置付けるマイナンバー制度の関連の所

管を内閣府や総務省から移しマイナンバーカードの普及を進める。（令和 2 年 11

月 27 日南日本新聞より抜粋） 

 

２ デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針（2020年 12月 25日閣議決定） 

 目指すべきデジタル社会のビジョンとして「デジタルの活用により、一人ひ

とりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社

会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」が示された。 

  

３ 自治体デジタル・トランスフォーメーション推進計画（2020 年 12 月 25 日

総務省） 

 デジタル化には、市町村の役割は極めて重要であり、自治体のデジタル・ト

ランスフォーメーション（ＤＸ）を推進する意義は大きい。 

 ※ＤＸとは、「企業がデータやデジタル技術を活用し、組織やビジネスモデル

を変革し続け、価値提供の方法を抜本的に変えること。」 

 

(1) 組織体制の整備 

極めて多くの業務に関係する取組みを短期間で行おうとするものである

ことから、全庁的・横断的な推進体制とする必要がある。 

【情報政策担当部門】⇒団体の保有する情報資産や情報関係予算を一元的

に把握し、重複投資の排除や情報システムの全体最適化に役立てる。 

【行政改革・法令・人事・財政担当部門】⇒自治体ＤＸの必要性を十分に

認識し、管理部門として、CIO・情報政策担当部門と連携強化を図りつつ、

自らＤＸを推進していく役割を果たす。 

【業務担当部門（特に窓口担当部門）】⇒自治体のデジタル化は、業務改

革の契機であることを踏まえ、今後５年間のＤＸの取組みを通じてどのよ

うに業務を変えていくのかという観点から、主体性を持ってＤＸ推進に参

画する。 

(2) 取組事項 
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【重点取組事項】 

① 自治体の情報システムの標準化・共通化 

② マイナンバーカードの普及促進 

③ 自治体の行政手続きのオンライン化 

④ 自治体の AI・RPA の利用促進 

⑤ テレワークの推進 

⑥ セキュリティ対策の徹底 

 【自治体ＤＸの取組みとあわせて取り組むべき事項】 

① 地域社会のデジタル化 

② デジタルデバイド対策 

※デジタルデバイドとは、情報通信技術を利用して恩恵を受ける者と、

利用できずに恩恵を受けられない者との間に生ずる、知識・機会・貧

富などの格差 

 【その他】 

① BPR の取組みの徹底（書面・押印・対面の見直し） 

※BPR とは、企業活動や業務の流れを分析し、最適化すること。 

②オープンデータの推進 

※オープンデータとは、特定のデータが一切の著作権、特許などの制御

メカニズムの制限なしで、全ての人が望むように利用・再掲載ができる

ような形で入手できるべきであるというアイデアである。（公共施設や

AED 等の位置情報、地図、コミュニティバスの位置情報等） 

③官民データ活用推進計画策定の推進 

 

４ 志布志市での取組み 

(1) 組織体制構築に向けたデジタル分科会の設置 

(2) AI-OCR、RPA の導入 

※AI-OCR：紙の文字等を読み取り、エクセル等のデータに変換する技術 

※RPA：パソコン入力作業等を自動化する技術 

(3) 押印廃止の検討 

(4) テレビ会議システムの導入 

(5) 電子申請（ぴったりサービス）の取組み 

※ぴったりサービス：子育てに関する手続きを初め、様々な申請や届け出 

をオンラインで行うことができるサービス 

(6) マイナンバーカードの普及 

(7) 庶務システム導入（出退勤管理のオンライン化） 

(8) オープンデータの公開（地域・年齢別人口、自治会別世帯数、指定緊急避

難所一覧） 
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